






論」 （早稲田大学商学部商学同攻会 『早稲田商学』 第 272号昭和 53年６月刊 p67所載）、
或いは、「（学習誌の 『支那語』 i） は――引用者による） 次第に戦争 （侵略） 語学とし
ての中国語が明確に定着していく過程を明確にしている。」〔鳥井克之 「戦前の
所謂 「支那語」 雑誌について」 （『中国語教育』 1972年第２期中国語教育研究会刊
p54所載）〕というように、中国語と侵略とを直接結びつけた 「侵略中国語」、
「戦争 （侵略） 語学」 という言葉が見られる。とくに、「戦争語学」 という言葉
は、安藤彦太郎 『中国語と近代日本』 （1988年２月 22日岩波書店刊） のみならず
多用されている。そして、「侵略語学」、戦後用いられている 「戦争語学」 とい








　六角恒廣 『中国語教育史の研究』 （1987年 7月 25日東方書店刊） p12によれば、
「中国語教育史の研究は、昭和 30年 （1955） 前後の時期から生まれた研究分野
である。」 とし、同書 p15によれば、1955年３月に発表された 2つの論文、安
藤彦太郎 「中国語教育の歴史的性格」 （早稲田大学政治経済学部教養研究会 『教養
諸学研究』 第２号所載）、六角恒廣 「明治における日本の中国語」 （早稲田大学商学





― 1953年 12月 26日、東京大学教養学部で開催された中国語学研究会月例会
での講演 「急就篇をめぐって」〔『中国語学研究会会報』 1954・1・20第 22号
所載 （昭和 63年 5月 27日文生書院・東城書店刊復刻版による。以下同じ）〕に始ま
り、「共通討論テーマを学生と討議しよう」 （『中国語学研究会会報』 1954・8・20
第 29号所載）、「中国語教室の問題について」 （『中国語学研究会会報』 1954・9・20









究会全国大会 （金沢大会） に提起した討論共通テーマ 「中国語教育方法論」 で
ある。「関西支部提出全国大会討論共通テーマ 『中国語教育方法論』」 （『中国語
学研究会会報』 1954・7・20第 28号所載） によれば、（A） 一般教養としての中国語
教育体系、（B） 専門学科としての中国語教育体系、（その 1） 国際的実務に従事




「全国大会の主旨を会報にも反映させよう」 （柴垣秀太郎） （いずれも 『中国語学研
究会会報』 1954・12・10第 33号所載） によれば、関西支部・関東支部・学生の３
者の間でうまく議論が噛合わなかったという。
　後年、安藤彦太郎は 1968年の中国語検定試験反対の論陣を張る中で、「中国
語は外国語である――戦後の中国語教育」〔『日本人の中国観』 （昭和 46年 3月
15日勁草書房刊昭和 46年 6月 15日第 2刷所載による）〕を書き、1954年当時を回















著・阿麽徒 『北京官話文法 （詞編）』 （大正８年４月 21日赤松喬二刊） を補訂した








　その後、昭和 6年 5月 16日、「支那語ノ研究及支那語教育ノ向上ヲ謀」 る




『東亜事情論文集』 （昭和 8年度） 昭和８年 12月刊所載） であり、支那語学会での中
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田敬義の回想談をまとめた 「明治初年に於ける支那語の研究に就て」 〔支那語
学会 『支那語学報』 第 4号 （昭和 11年 10月 25日文求堂刊） 所載〕である。また、
渡会貞輔 「支那語雑誌小史」 が宮越健太郎主幹 『支那語』 第５巻１号～第３号
（昭和 11年１月１日～３月１日外語学院出版部刊） （但し、第５巻１号は筆者未見） に
連載された。
　そして、中国文学研究会編 『中国文学』 （生活社刊） は、「日本支那語史」 構
築を目的として、実藤恵秀、魚返善雄、曹欽源を中心に、第 83号 （昭和 17年







　そして、敗戦までの間では、宮原民平主幹 『支那語雑誌』 （蛍雪書院刊） に中
国語教育史研究関連の論考が見られ、第２巻 6号～第 8号 （昭和 17年 6月 1日
～ 8月 1日刊） には 「私が支那語を始めた頃」 と題して連載され、第 3巻 6号
～第 4巻 2号 （昭和 18年 6月 1日刊～昭和 19年 2月 1日刊） まで 9回にわたり、




科」 化と中等学校 （商業学校ではない） における 「正科」 昇格であった iv）。その
前段階と位置付けられたのが中等学校漢文科目における 「時文」 の設置 （昭和
14年 2月 9日文部省訓令） であった。そして、さらに正科化に歩を進めんとして
編まれた雑誌が、奥平定世編集 『支那語と時文』 （昭和 14年 7月 1日開隆堂創刊）
である。また、中学校用の中国語教科書も、昭和 14年 1月 25日には、宮原
民平 『新編中等支那語教本』 （全 5巻） 巻 1 （東京開成館刊）、同年 7月 1日には、
倉石武四郎 『倉石中等支那語』 （全 5巻） 巻 1 （岩波書店刊） が刊行され、前者は
昭和 15年 8月 6日文部省検定済中学校・実業学校外国語科用となり、昭和 16
日本造語 「侵略中国語」 考 （鱒沢）　（293）
年度文部省選定教科書となっている。そして、昭和 16年 1月、蛍雪書院から







し、前年の 12月 5日には、外語学院出版部刊の学習誌 『支那語』 が臨時増刊
「支那語文法研究号」 を刊行し、この年には、倉石武四郎 『支那語教育の理論
と実際』 （昭和 16年３月 22日岩波書店刊） も刊行され、中国語教育にも眼が向か
れはじめた時期であった。しかし、大東亜戦争開戦により、紙の手配にも事欠
くようになり、中国語学習誌の頁数も減少し、天理外国語学校海外事情調査会
編 『支那語研究』 v） は第 8号〔昭和 18年 9月刊、筆者 （鱒澤） 未見〕で休刊、
大阪外国語学校支那語研究会編 『支那語と支那文化』 は第 5巻第 7号 （昭和 18
年 6月 26日発行） まで刊行され、『支那語文化』 と改題発行するも第 2号 （昭和
18年 11月 26日発行） で停刊、上海東亜同文書院大学華語研究会編 『華語月刊』
も第 119号 （昭和 18年 11月 10日発行） で休刊、さらには、『支那語雑誌』 は昭





かったが、「支那語」 の名称を捨てviii）、『新中華』 第 1巻第 1号 （昭和 21年 6月
1日帝国書院刊） とし再刊した （1947年 1月号の第 2巻第 1号からは 『中国語雑誌』
と再改題している）。『新中華』 第 1巻第 1号には 「昭和 16年 3月 11日第 3種
郵便物認可」 とあり、所載の 「模擬試験」 （長谷川寛） は 『支那語月刊』 昭和













華』 第 1巻第 5号 （昭和 21年 12月 3日刊） に、実藤恵秀は 「明治以前の中国語









語学学習態度について」 （『支那語』 第 10年第 4号昭和 16年 4月 1日外語学院出版









　敗戦後、米軍の War Department Education Manual EM506-507として刊行さ
れた Charles F. Hockett & Chaoying Fang 『Spoken Chinese』 の存在をはじめて
知った日本の中国語学界では、伊地智善継 「アメリカの中国語学――特に最近
の傾向について――」 （『中国語語学』 29昭和 24年 8月刊所載） で、「ともかく注目
すべき点が多い」 とし、倉石武四郎 『ラテン化新文字による中国語初級教本』 
（1953 年６月 20 日岩波書店刊） の 「はしがき」 では、「この教本の形式がほゞ
Spoken Chinese のやりかたを学んだ」 とあり、また、金子二郎編 『初級中国語
日本造語 「侵略中国語」 考 （鱒沢）　（295）
読本――中国語のはなし方――』 （1957年 5月 29日江南書院刊） の 「まえがき」













　『披黒雲睹晴天　浅川謙次追悼遺稿集』 （1977年 12月 30日淺川謙次追悼遺稿集刊
行委員会編刊） 所載の 「略歴」 によれば、中国語研修所学校 （1966年設立） 創
始者・浅川謙次 （1910～ 1975） は 1945年に日本共産党に入党している。1951
年、中国研究所 （1947年開設） 理事となり、1966年、中国プロレタリア文化大
革命を契機に中共と日共が袂を別った結果、除名離党している。


























































i） 宮越健太郎主幹による昭和 7年 9月創刊外語学院出版部刊の月刊学習誌を指す。
ii） 支那語学会は、『支那語学報』 創刊号 （昭和 10年 11月 26日文求堂刊） p51 「本
会記事」 によれば、会報 『支那語学会会報』 （第 1号は昭和 8年 6月 15日文求
堂刊） を第 3号まで出した （第 2、第 3号は筆者未見）。その継続誌が 『支那語
学報』 であるが、第 7号 （昭和 14年 4月 20日刊） 以降は現認できず、該学会
の結末は不明である。大方のご教示を請う。
iii） 但し、その内、6のみ 「宮島大八先生　急就篇回顧」 は、実藤恵秀・郭明昆の
合作による。
iv） 林憲一 「支那語及び支那時文教授の意義及びその実施方法試案」〔斯文会 『斯
文』 第 21編第 3号 （昭和 14年 3月 1日刊） p.p.35-47所載〕、及び、塩谷温 「巻
頭言」〔『支那語と時文』 創刊号 （昭和 14年 7月 1日刊） p1所載〕を参照され
たい。
v） 創刊号より第 4号までは、天理外国語学校崑崙会編刊。
vi） 大連の 『善隣』 （善隣社刊） については、天理大学所蔵は第 15年第 9号 （昭和
19年 9月 1日刊） までで、該号 「編輯後記」 は工員不足による 7月号発行の遅
延 （8月 22日発送） に触れている。だから、この 「9月 1日刊」 も奥付期日で、
実際は遅延している可能性が高く、その休刊も間近いことを窺わせる。
vii） 鳥居鶴美 『華語助動詞の研究』 （昭和 22年 10月 5日養徳社刊）、劉復著魚返善
雄訳 『国語運動略史』 （昭和 23 年 4 月序訳者自刊）、倉石武四郎 『中国語法読
本』 （昭和 24年５月 1日日光書院刊） は戦時中の研究成果である。
viii） 「後書」 によれば、編者は 「支那語」 でもかまわないが、改めた方が妥当として
改名した。また、天理語学専門学校崑崙会編 『支那語研究』 も、第 9号 （昭和
21年 10月 8日刊） から 『華語研究』 と改題している。その 「編輯後記」 には
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「戦ひ終わつた今、想を新たにして第 9号を世に送る。」 とある。
ix） 『中国語教育史の研究』 （1987年 7月 25日東方書店刊） P14
x） 実藤恵秀、安藤彦太郎らを編輯責任者として創刊された 『新中国』 （昭和 21年
3月 1日実業之日本社創刊） の№ 11 （昭和 22年 3月 1日刊） p66所載 「それか
ら」 に、安藤彦太郎は 「あるべき新日華関係は、まず、日本の自己批判からは
じまる。」 としている。そして、№ 18 （昭和 22 年 11 月 1 日実業之日本社刊）
p37 所載 1947・10・10 付け安藤彦太郎 「中国研究の手引き　中国語」 には、




国語界は、やはりこの 「特殊教育」 の上にたつているものであつた。」 と書い
ているが、後年の 「戦争語学」 という言葉は使われていない。
xi） 鱒澤彰夫 「軍隊における中国語――視点と変遷――」 『中国文学研究』 第 22期
（1996年 12月 20日早稲田大学中国文学会編刊） を参照されたい。
xii） 昭和 25 年 GHQ の法務府内に設けられた、超国家主義団体、共産主義勢力を
取り締まりの対象とした特別審査局。昭和 27年破防法制定より、公安調査庁
に引き継がれた。
xiii） 『披黒雲睹晴天』 P205 （同書所載 「中国語教育における歴史的課題」 による） 
xiv） 原載は 『書評』 1960年 7月号 （極東書店刊） p7。原題は 「中国語教科書の“貧
困”と中国語教育者の責任について―― 「中国語教育の現状と見透し」 を読ん
で」 である。 






『近代日本総合年表』 1968年 11月 25日岩波書店編刊 1978年 11月 22日第２刷
『中国語学習運動』 創刊号～第 5号 （1972年 10月 1日～ 1975年 9月 1日片岡公正編
刊）
倉石武四郎 『中国語 50年』 1973年 1月 20日岩波書店刊
日中学院編 『倉石武四郎　中国にかける橋』 1977年 4月 10日亜紀書房刊
藤井省三 『東京外語支那語部　交流と侵略のはざまで』 1992年 9月 25日朝日新聞社
刊
六角恒廣編 『中国語関係書書目 （増補版） 1867～ 2000』 2001年 12月 10日不二出版
刊
六角恒廣 『中国語教育史稿拾遺』 2002年 2月 25日不二出版刊
 （本稿では敬称を省略し、引用文の漢数字を算用数字に直した。）
